
6．しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり）

2．持続可能な行財政運営の推進施策

第二次霧島市総合計画（後期基本計画）施策評価シート

令和5年度

政策
SDGs

施策で目指す姿

●社会環境の変化により多様化する行政課題に対応するため、限られた資源を有効に活用しながら、効率的で効果的な行政運営を進めます。

●持続可能な健全財政を確立するため、歳入確保や歳出削減に一層取り組むとともに、政策効果を見極め、歳出の最適化に努めます。

●歳入のうち自主財源の根幹となる市税、住宅使用料等の収納率の向上に努めます。

●公共施設保有量の適正化等による経費削減や未利用財産の売却、公共施設の有効活用による新たな財源の確保に取り組みます。

基本事業における成果・課題・改善策

令和5年度の事業成果 令和5年度の事業課題（&変化した現状・課題） 令和6年度以降の改善策

1．効率的で適応力に富んだ行政運営 282,016千円  (282,016千円)決算額(一般財源)

施策評価・事務事業評価におけるシステムの再
構築を図り、令和６年度評価への運用開始を
行った。
必要な組織の統廃合を行い効率性を考慮した
令和６年度の組織体制を構築した。

施策評価と事務事業の連動性をより分かりやす
いものとするため、既存の施策評価・事務事業評
価の再構築を図る必要性が生じた。
新型コロナウイルス感染症の５類移行や国民体
育大会の終了等に伴い組織体制見直しの必要
性が生じた。

施策評価の予算決算への活用について検討を
進める。
国・県の動向を見極めつつ本市の課題に対応す
るため、柔軟に組織体制を構築するとともに、適
正な人員を確保する。

令和5年度の事業成果 令和5年度の事業課題（&変化した現状・課題） 令和6年度以降の改善策

2．歳入に見合った予算編成と適正な予算執行 13,030,988千円  (13,030,988千円)決算額(一般財源)

「ふるさと納税」が令和４年度実績を上回ったほ
か、「企業版ふるさと納税」の寄附拡大、公共施
設のネーミングライツの導入等、多種多様な財源
確保に努めた。また、市税徴収率は令和４年度
を上回る98.32％となり、市税の確保に努めた。
（対前年度+0.4％）
合併特例債の借入計画額の変更、また、物価高
騰等の影響による普通建設事業費の増嵩、国の
進める次元の異なる少子化対策による扶助費の
増嵩など、新たな財政需要へ対応するため、霧
島市経営健全化計画（第４次）を改定した。

関係部局と連携しながら、引き続き、積極的な財
源確保に努めていく必要がある。
令和４年度から実施している公用車の有料広告
掲載など、財産管理課だけではなく、全庁的に
展開していく必要がある。
「霧島市経営健全化計画（第４次）改定」に沿っ
た予算編成及び執行に努める必要がある。

歳入確保策として既に実績のあるものについて
全庁的に取組む。
「霧島市経営健全化計画（第４次）改定」のもと、
歳出の最適化に努める。
使用料及び手数料の見直しに係る調査につい
て、早期に着手し、関係部局と調整する時間を
設けながら、適切に見直していく。

令和5年度の事業成果 令和5年度の事業課題（&変化した現状・課題） 令和6年度以降の改善策

3．適正・公平な課税・収納 122,642千円  (122,642千円)決算額(一般財源)

賦課徴収:土地評価見直し、家屋賦課漏れ・償
却資産未申告・死亡案件解消など適正課税に
努め、一部税目の収納に地方税統一QRコード
を導入し納付環境の整備をした。
保育料:納税しやすい環境づくりや、納付相談、
臨戸訪問により、現年度99.37％、過年度
17.90％の徴収率となった。
住宅使用料:本人への徴収や連帯保証人への
徴収を推進した結果、現年度徴収率99.6％、過
年度徴収率2.3％となった。

賦課徴収:令和７年度末までに基幹系システムを
標準化仕様へ移行する必要有。業務量増加が
見込まれる中、償却資産の未申告や死亡案件の
解消など新規課税の適正化を図り、新たな地方
税統一QRコード導入など納税環境の整備を図
る必要がある。
保育料:令和4年度末における徴収率が、県内で
現年度過年度共に低く、徴収方法の見直しを検
討する必要がある。
住宅使用料:現年度徴収率は高いものの、過年
度徴収率が低い。

賦課徴収:賦課徴収の公平・公正化を図るため、
更なる電子化を進め納税通知書等のペーパレス
化・収納のキャッシュレス化による省力化を実現
し、償却資産未申告・死亡案件解消による新規
課税増額、財産調査・滞納処分に注力できる体
制を構築する。
保育料:新たな滞納者の発生防止に努めるととも
に、財産調査、差押え等に取り組み、徴収率向
上を図る。
住宅使用料:過年度使用料の一部を弁護士法人
へ委託する。

令和5年度の事業成果 令和5年度の事業課題（&変化した現状・課題） 令和6年度以降の改善策

4．公有財産の適切な管理と利活用 669,327千円  (669,327千円)決算額(一般財源)

ネーミングライツ・パートナー制度により３件の契
約を締結し新たな財源の確保を図った。また、民
間提案制度を活用し、維持管理経費の削減のた
めに国分シビックセンターの既存照明をLED化し
た。

ネーミングライツ・パートナー制度や民間提案制
度等に取り組むことにより、引き続き、公共施設を
有効活用した財源確保等に繋げていく必要があ
る。
総量縮減を進めるに当たっては、除却や譲渡、
廃止の方向性を示しているものの、個々の事情
により進んでいない。
今後においては、市民の利便性や機能性を維
持しつつ、施設の統廃合や縮充を進め、庁内横
断的に情報共有を図りながら、適正な保有量に
努めなければならない。

ネーミングライツ・パートナー制度の実施に当
たっては、これまでの施設特定型の募集に加え
て提案型（施設を特定せず、命名権料の額も応
募者の提案）の導入についても検討する。また、
さらなる財源確保を図るため、庁舎エレベーター
等を活用した広告事業の導入についても検討し
ていく。
公共施設保有量については、施設の統廃合・除
却、未利用財産の売却により保有量の適正化を
図る。



KPI

（重要業績評価指数） 目標値
実績値の検証測定方法

実績値 進捗率

施策の進捗状況

方向性

91．財政調整基金繰入額（当初予
算）

財源を賄うため多額の基金を繰入れた。
令和５年度当初予算：649.3億円（対経
営健全化計画+10.3億円）一般財源
361.1億円（対経営健全化計画△9.4億
円）

19億円 △85.71％市当初予算額

6億円 ↓

92．市債発行額（当初予算） 予算要求前に普通建設事業費等の把
握に努めたことから目標を達成すること
ができた。令和５年度元金償還額60億
8,835万8千円、市債発行額37億5,560万
円。

38億円 176.92％市当初予算額

48億円 ↓

93．財政調整基金残高（当初予算
時点における当該年度末）

経営健全化計画に沿った予算編成によ
り、財政調整基金を涵養することができ
た。令和５年度当初予算時点の令和５
年度末現在高（見込み）58億1,748万7
千円。

58億円 22.58％市当初予算額

34億円 ↑

94．市税徴収率（現年度分） 固定資産税及び軽自動車税の納付書
に地方税統一QRコードを導入したことに
よる納付手段の拡大、自主納付のない
ケースへの徹底した財産調査、差押など
の滞納処分の効果。

99.50％ 194.12％市税の収納額／調定額（ 課税
額）（N-1）

99.34％ ↑

95．官民連携による公共施設の活
用等の実施件数（累計）

ネーミングライツ・パートナー制度及び民
間提案制度により民間事業者と４件の契
約を締結した。これにより新たな財源の
確保や維持管理経費の削減が期待でき
る。

4件 133.33％民間企業等と連携して公共施
設の活用等に取り組んだ件数
（N-1）

3件 ↑

施策としての改善方針

持続可能な健全財政を確立するため、ふるさと納税寄付金・ネーミングライツ命名権料・関平鉱泉水使用料等による財源確保、市税等の公平公正な課
税や徴収率の向上に努めることにより歳入確保を図りながら、「霧島市経営健全化計画（第４次）」のもと、歳出の最適化に努める。
限られた人材を効率的に活用するため、柔軟な組織体制を構築するとともに、定年延長等を踏まえながら必要な人員を確保する。
公有財産については、保有量の適正化を図るため、施設の統廃合・除却、未利用財産の売却による経費削減を図る。

施策幹事課 関係課

企画部企画政策課 市長公室秘書広報課 / 総務部総務課 / 総務部財政課 / 総務部財産管理課 / 総務部工
事契約検査課 / 総務部税務課 / 総務部収納課 / 市民環境部環境衛生課 / 保健福祉部
子育て支援課 / 保健福祉部健康増進課 / 商工観光部商工振興課 / 商工観光部商工観
光施設課 / 建設部建設政策課 / 建設部建築住宅課 / 教育部教育総務課 / 選挙管理委
員会事務局 / 監査委員事務局


